


誓約する団体の名称 誓約する団体の代表者⽒名 誓約する団体の役割

般社団法⼈全国フ ドバ
ンク推進協議会

⽶⼭ 廣明 構成団体

４．コンソーシアム構成団体が⾏政機関から受けた指導、命令等に対する措置の状況

団体名 指導等の年⽉⽇ 指導等の内容 団体における措置状況

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

3.コンソーシアム情報

(1)コンソ シアムの有無

コンソ シアムで申請す
る

コンソーシアムに関する誓約

コンソーシアムに参加する全ての団体（以下、「コンソーシアム構成団体」という）は、幹事団体が資⾦分配団体⼜は活動⽀援団体（以下、「資⾦分配団体等」という）としての助成の申請
なお、誓約内容について相違がなく、これらの誓約等に反したことにより、選定の取り消し等が⾏われることとなっても、異議は⼀切申し⽴てません。

1.コンソーシアム構成団体は、幹事団体を通じてコンソーシアムの実施体制表を提出し、幹事団体が資⾦分配 団体として採択された場合は、⼀般財団法⼈⽇本⺠間公益活動連携機構との資⾦

２.本誓約書にて誓約をしたコンソーシアム構成団体について、申請締め切り後、コンソーシアム構成団体に変 更があった場合は申請を取り下げます。

3.コンソーシアム構成団体が申請に際して確認した次の（１）〜（４）の事項等

(１)⽋格事由について ⽋格事由について確認しました

(２)公正な事業実施について 公正な事業実施について確認しました

(３)規程類の後⽇提出について（※通常枠のみ該当）

(４)情報公開について（情報公開同意書） 情報公開について確認しました

3.コンソーシアムに関する誓約欄の内容につき、誓約します

4.事業情報の登録・事業県連書類の提出

事業名

フ－ドバンク中間⽀援団体育成事業

複数選択



休眠預金活用事業 事業計画書 ※採択された後の資金提供契約書別紙１の対象は、事業計画書の冒頭から「Ⅱ．事業概要」までとします。

【2024年度物価高騰及び子育て対応支援枠】
基本情報

優先的に解決すべき社会の諸課題

○ (1)子ども及び若者の支援に係る活動
○ ①経済的困窮など、家庭内に課題を抱える子どもの支援

②日常生活や成長に困難を抱える子どもと若者の育成支援
③社会課題の解決を担う若者の能力開発支援
⑨ その他

○ (2)日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動
○ ④働くことが困難な人への支援

⑤社会的孤立や差別の解消に向けた支援
○ ⑥女性の経済的自立への支援

⑨ その他
(3)地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動

⑦地域の働く場づくりや地域活性化などの課題解決に向けた取組の支援
⑧安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援
⑨ その他

〇

SDGsとの関連 ※実行団体入力項目

申請団体 資金分配団体
資金分配団体 事業名（主） フ－ドバンク中間支援団体育成事業

事業名（副） 継続支援のための地域連携の取り組み
団体名

団体名

領域／分野

特定非営利活動法人フ－ドバンク福岡 コンソーシアムの有無 あり
実行団体団体 事業名（主）

事業名（副）

その他の解決すべき社会の課題
日本国内の食品ロス削減の取り組みによる環境、資源の保全

ゴール

必須入力セル 任意入力セル

申請時入力不要



Ⅰ.団体の社会的役割
(1)団体の目的 159/200字

(2)団体の概要・活動・業務 197/200字

Ⅱ.事業概要

(終了)

事業概要 540/600字

まだ食べられる食品が多く捨てられいる現状において、企業や農家あるいは個人から食品を提供してもらい、必要としている福祉施設や個人に届けることで、食品ロスの削減と生活困窮者の支援を行
うとともに、食べ物を大切にする意識の醸成を図り、食を通じて人と人が繋がり誰もが尊厳をもって暮らすことが出来る社会を作ることを目的としています

フードバンクを活用した食品ロス削減事業を2017年～2019年にエフコープ生活協同組合、福岡県と実施、また、福岡市とフードバンク推進共働事業を2019年～2021年実施、福岡県の主要なフードバ
ンク団体として活動し、久留米大学校内をはじめとして５施設を運用、活動実績として2023年度食品取扱量336t食品提供団体284団体へ対応、福岡県内を中心に他のフ－ドバンク対して、食品提供、活
動支援を実施

国外活動の有無 － 資金提供契約締結日 採択後の契約時に用いる欄です

本事業における、不動産（土地・建物）購入の有無
※助成金で土地の購入はできません。建物の購入（建物新築
含む）は原則できません。自己資金等で購入する場合は認め
られます。詳しくは公募要領をご確認ください。

なし

事業対象者：
（助成で見込む最終受益
者）
※資金分配団体入力項目

中間受益者：行政福祉課・子ども食堂・子どもの居場所、無料学習会、子ども
支援団体、老人福祉施設、障がい者福祉施設、自立支援組織、学校、社会福祉
協議会、生活困窮者支援団体、ひとり親家庭支援団体
最終受益者：子ども、ひとり親家庭、障がい者、生活困窮者、外国人留学生、
高齢者、自立支援対象者、

事業対象者人数
※資金分配団体
入力項目

年間１団体当たり３0㌧×６団体=180㌧
192㌧÷4㎏(1回あたりの提供量)=48,000人

実施時期

(開始) 2024/12/1 2026/3/31 対象地域

九州全域

現在、九州全域で多くのフードバンク団体が活動していますが、2023年度九州のフ－ドバンク登録団体数35団体、取扱量が1,382㌧1団体あたり39.5ｔの状況であり、100
㌧を超えている団体は3団体のみとなっており、10㌧前後の取り扱い団体も多く、多くの方の支援要請に応えるために各地域のフ－ドバンクを中心した数量的拡大のための
基盤整備が必要である、解決策として、各地域の中核的フ－ドバンクの基盤強化、育成をおこなうことで、地域の団体やフ－ドバンク同士の連携を強め、食品提供の継続
支援と幅広い方達への対応が可能になる取り組みをすすめます。更に中核的フ－ドバンクのスキルアップを実現することで、多くの方が安心してフ－ドバンクへ参加でき
る基盤を構築いたします。内容として、①各フ－ドバンク団体の人員体制や倉庫スペースの確保②九州全域での食品配送インフラ整備③各フ－ドバンク地域連携を考慮し
た３か年のアクションプランの作成(行動指針、基本計画、品質管理基等)作成と運用
④各地域での食品提供拡大の取り組みとあわせ、食品提供のための伴走支援の実施(九州において食品企業や物流が福岡に集中しており、食品提供を増加させるためには、
フ－ドバンク福岡を窓口とした食品提供のためのサポート体制を構築)



Ⅲ.事業の背景・課題
(1)社会課題 400/800字

(2)物価高騰及び子育て対応支援枠の助成申請に至った理由 ※資金分配団体入力項目 153/200字

Ⅳ.事業設計

(1)短期アウトカム 100字 実施・到達状況の目安とする指標 100字 把握方法 100字 目標値/目標状態 100字 目標達成時期 100字

(2)-1アウトプット：資金支援 ※資金分配団体入力100字 実施・到達状況の目安とする指標 100字 把握方法 100字 目標値/目標状態 100字 目標達成時期 100字

多くの方達が食品提供を必要としているにも関わらず、受け皿として対応が求められる、フ－ドバンクが、食品提供のノウハウを持たない、基盤整備が脆弱な状況であり、継続した取り組みと活動を
拡大させるためには、各県で核になるフ－ドバンクの育成が必要であり、施設、体制、インフラ整備のための資金の援助を必要としているため

モニタリング
各実行団体が地域において継続的な食糧支援をおこなう
ことで、年間600団体、個人支援2000世帯の方達の食生
活の改善を実施している

①食品支援団体数、最終受益者数の把握
②対象者のヒアリング調査による効果測定

各実行団体による提供団体、個
別支援数の報告
アンケート調査による統計資料
の作成

食品支援団体600団体 個人支援
2000世帯

コロナによる失業、価格高騰により生活が逼迫し、生活費が食費にまで回らない状況が発生、更に行政によるセーフティネットが縦割りのため、生活弱者に対しての総合的な支援が不十分であるとと
もに、グレーゾーンと言われる層の方達への対応も不十分。特に、福祉分野での食品提供について行政が政策や方針をもたないため、行政等での対応できないにもかかわらず、多くの方達が支援を必
要としている。
地域の団体が対応しようとしても、食品自体を持たない、食品提供のノウハウを持たない等のため、対応が出来ていない。
食品提供の必要な方達の状況が、子どもや障がい者を中心として潜在化しており、支援の必要な方に気が付かないまま状況が悪化して行くことも課題であり、食品提供をきっかけとして家庭の状況を
はじめとして、支援の必要な状況が顕在化することで支援につながる流れが多く見受けられ、支援先としてフ－ドバンクへの要請が多数寄せられている。

2026年2月

モニタリング
各実行団体で食品提供量が増加している ①自治体福祉課、社会福祉協議会等、連携する相

談機関・窓口の数
②食品提供先として連携する福祉施設・支援団体
の数
③各団体の取扱量の把握
④地域のフ－ドバンクとの連携

①②③各実行団体より毎月件数
の集約を実施

④連携状況の把握及び食品提供
量の把握

①②③各実行団体より目標値、
前年実績を集約
③実行団体６団体180㌧(採択実
行団体確定後調整)
フ－ドバンク福岡300㌧
合計476㌧

2026年２月



(2)-2アウトプット：非資金的支援 ※資金分配団体100字 実施・到達状況の目安とする指標 100字 把握方法 100字 目標値/目標状態 100字 目標達成時期 100字

インフラの整備がすすみ、食品保管施設の拡大および配
送インフラの整備がすすんでいる。

①保管施設の拡大状況の把握
②フ－ドバンク間の配送体制が整備されている(フ
－ドバンク福岡からの食品提供も含む)

③食品提供企業及び受取団体の食品流通の流れが
整理され効率化されている

①保管施設取扱量の把握
②実行団体フ－ドバンクからの
他のフ－ドバンクへの食品提供
量の把握
③各フ－ドバンクの業務フロー
の作成と確認

①②前年実績より110%を指標と
す

③左記資料作成の有無

2026年２月

各フ－ドバンク団体において基盤整備がすすみ、運営の
ための行動指針が明記されている

①アクションプランの作成
②運用書の作成がおこなわれそれに沿って運用が
おこなわれている
③人員体制の整備がすすんでいる

①作成の有無を確認
②③活動報告書により確認

左記にて確認 ①②③2026年1月

九州管内のフ－ドバンクの情報共有が実施され、運営ス
キルの標準化がすすみ、多くの方が安心して参加できる
フ－ドバンクの取り組みとして認知されている。

①各実行団体による進捗報告会の開催による情報
の共有化
②食品企業含むシンポジウムの開催による認知度
のアップとマッチングの取り組みを実施

①年２回開催

②参加団体数

①左記の開催実施

②参加団体数50団体、継続支援
団体５団体

2026年８月、１２月

2026年２月

2026年２月
モニタリング

定期的な進捗確認の把握と課題の整理、事業計画の内容
を事前評価し目標の設定を事業内容にあわせて調整、以
降取り組み内容と課題の整理を双方で実施

２ケ月に1回開催し進捗確認、課題整理、必要なサ
ポートを実施
随時必要に応じて進捗確認と課題の整理を個別に
実施

定例会における課題到達度の把
握

事業計画に対して到達度の把握
各課題に対しての取り組み状況の
確認
サポート内容の記録と以降の改
善確認



85/200字

70/200字

115/200字

92/200字

63/200字

84/200字

アクションプラン等の運用基準の作成サポート アクションプランの作成
食品管理基準の作成
各覚書の作成と運用
運用基準書の作成
ガバナンス規定の作成
上記の作成サポート及び運用の可否について確認

各内容の文書化の有無 文書化及び実施可能な内容の有
無

2026年２月

実行団体への視察及び現地でのヒアリングの実施 現地において、実施計画と現状把握の内容を確認
し、現在の状況にあわせた事業計画の修正、アド
バイスを実施

現地視察をおこなう 現状の課題の整理についてアド
バイスをおこない、事業計画の
修正、到達点の確認

2066年11月

(3)-1活動：資金支援 ※資金分配団体入力項目 時期
各実行団体は子ども食堂、生活困窮者、ひとり親家庭等を支援する食品受け取り団体や個人の支援を増加させるとともに、一人当たりの食品提供量も増加
させ、食生活の改善に役立っている

2026年2月

独自の保管倉庫の拡大とあわせ、物流倉庫、レンタル倉庫等含めて、受け取り施設の拡大が図られ多くの企業個人からの食品支援に対応可能な体制を形
成、

2026年2月

アクションプラン、運用マニュアルを整備し、フ－ドバンクの役割や責任を明確にすることで、行政、企業、個人が安心して参加できる組織として認知さ
れ、支援が多く寄せられる、あわせて自団体に対するリスク回避の取り組みとして位置づけられている

2026年2月

多くの方に継続的な支援をするために、食品提供のための配送インフラの整備が実施され、食品企業やフ－ドバンク間の提供のやり取り、福岡からの配送
に対応するため、委託配送含む配送の定期便を構築

2026年2月

行政、社協、学校、自立支援施設等とともにネットワークを構成し、各実行団体が緊急的な食支援の対応の受け皿として役割を果たしている 2026年2月

（3）-2活動：非資金的支援 ※資金分配団体入力項目 時期

食品提供の伴走支援を実施し食品企業からの食品提供と九州内で配送インフラの整備・調整をおこなう。
福岡の企業を中心とした食品提供を九州管内で実行団体と一緒に作り上げていく

2026年12月



68/200字

34/200字

83/200字

Ⅴ.実行団体の募集 ※資金分配団体入力項目

Ⅵ.事業実施体制

毎月の報告書類提出による事業計画進捗状況の確認と修正アドバイスを実施 毎月

各実行団体参加による意見交換会を実施淘汰状況の確認と今後の活動の参考とする
企業とのマッチングを兼ねた報告会を実施し認知度のアップとあわせ、取り組みへの参加要請を実施

2026年10月
2026年２月

各実行団体のアクションプラン、運用マニュアルの整備についてアドバイスをおこない、文書化し作業フローに落としこむための業務アドバイスを実施 2026年2月

(4)予定する審査方法 (審査
スケジュール、審査構成、
留意点等）

審査スケジュール：2024年10月に実行団体を公募、2024年11月に申請団体の情報を取りまとめ、審査委員による審査を行う
審査員構成：大学教授、NPOの中間支援団体関係者、福祉施設代表、企業

(1)事業実施体制、メンバー構成と各メ
ンバーの役割

PO2名（申請の公募、申請団体・審査委員との調整、実行団体への助言、ノウハウ支援、進捗状況の確認等の伴走支援）
事務局2名（会計、交流会・シンポジウムの開催、その他事務）

(2)他団体との連携体制
・各地域の協議会、九州農政局、食品企業、委託配送業者、各地域生協、コ－九州事業連合

(1)採択予定実行団体数 ６団体

(2)１実行団体当たり助成金
額

600万円

(3)案件発掘の工夫
九州農政局登録団体のリストによるメーリング案内、構成団体である全国フ－ドバンク推進協議会より案内、Zoom等を活用したWEB会議による説明会も開催する。

(3)ガバナンス・コンプライアンス体制
休眠預金事業に必要な規定は全て作成し、HPに公開している。理事会においてガバナンス、コンプライアンスの妥当性について弁護士と確認



Ⅶ.関連する主な実績

本申請事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含む）を
受けていない。

受領なし
※ありの場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参
照）

本申請事業以外の事業について、助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含む）※資金分配団体入
力項目

なし
ありの場合
その詳細

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無

①物価高騰及び子育て対応支援枠

本申請事業について、助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含む） なし
ありの場合
その詳細

(2)-1事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等 ※資金分配団体入力項目

2023年度実績として他のフ－ドバンクへの食品提供量7団体30㌧提供
福岡市との協働事業において、フ－ドバンクアクションプラン、フ－ドバンクガイドブック(消費者庁食品ロス削減ガイドフックへ掲載）の作成
実体調査として、食品受け取り団体、及び食品提供企業アンケート調査を実施し結果報告を動画にて配信
地域ネットワークのモデル事業として福岡県篠栗地区にて、地域でのアンケート調査と地域情報の分析をおこない、食を中心としたネットワークを行政。地域団体と構成
フ－ドバンク強化対策事業において専門家派遣を実施

②-1その他、助成金等の分配の実績 ※資金分配団体入力項目

コンソーシアム構成団体である一般社団法人全国フ－ドバンク推進協議会の実績として、
2023年度 2022年通常枠助成（7,540万円を6実行団体に助成）
2023年度 2023年新型コロナ及び原油価格・物価高騰対応支援枠助成（5,394万円を7実行団体に助成中）
2023年度 オリックス宮内財団「第6回フードバンクこども応援全国プロジェクト助成」（425万円を22団体に助成）

   ②-2前年度に助成した団体数 ※資金分配団体入力項目 コンソーシアム構成団体実績36    ②-3前年度の助成総額
   ※資金分配団体入力項目

コンソーシアム構成団体実績13,359万円



 

資金計画書資料 ①調達の概要

1. 事業費 [円]
2024年度 2025年度 合計

18,429,250 23,883,240 42,312,490
18,000,000 18,000,000 36,000,000

429,250 5,883,240 6,312,490

2. プログラム・オフィサー関連経費 （助成金） [円]
2024年度 2025年度 合計

980,000 4,110,000 5,090,000
930,000 3,720,000 4,650,000
50,000 390,000 440,000

3. 合計 [円]
2024年度 2025年度 合計

19,409,250 27,993,240 47,402,490

事業費 (A)

助成金計(A+C)

－

プログラム・オフィサー関連経費 (C)

その他経費

実行団体への助成

管理的経費

プログラム・オフィサー人件費等



 

資金計画書 1

資金分配団体
2025/12/01 2026/03/31

事業名
団体名

プログラムオフィサー関連経費
合計

申請団体
事業期間

資金分配団体

事業費
実行団体への助成
管理的経費

47,402,490
5,090,000
6,312,490

36,000,000

バージョン
（契約締結・更新回数）

フ－ドバンク中間支援団体育成事業
特定非営利活動法人フ－ドバンク福岡

合計

42,312,490

～





(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

都道府県 福岡県
市区町村 福岡市城南区友泉亭
番地等 1-21

団体情報入力シート

団体名 特定非営利活動法人フ－ドバンク福岡
郵便番号 814-0122

団体種別法人格 NPO法人 資金分配団体/活動支援団体

設立年月日 2017/04/01
法人格取得年月日 2017/07/01

電話番号 092-710-3205

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト http://www.fbfukyoka.net/

その他のWEBサイト
(SNS等)

代表者(1) 氏名 篠田 陽二
役職 理事長

フリガナ シノダヨウジ

氏名
役職

役員数［人］ 8

代表者(2)
フリガナ

理事・取締役数［人］ 7
評議員［人］ 0
監事/監査役・会計参与数［人］ 1

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］

非常勤職員・従業員数［人］ 6
有給［人］ 6
無給［人］ 0

職員・従業員数［人］ 7
常勤職員・従業員数［人］ 1

有給［人］ 1
無給［人］ 0

事務局体制の備考





(12)過去に休眠預金事業で助成を受けた実績

1

2

3

3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3

2023年度 緊急枠 資金分配団体に採択
一般社団法人全国フ－ドバンク推

進協議会

番号

対象 申請
左記で実行団体・支援対象団体として申請中・申請予定又は採択された
場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された
資金分配団体又は活動支援団体名

2023年度 通常枠 資金分配団体に採択
一般社団法人全国フ－ドバンク推

進協議会

申請中・申請予定又は採択された
事業名

2022年度 コロナ枠 資金分配団体に採択
一般社団法人全国フ－ドバンク推

進協議会



(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

事務局体制の備考

非常勤職員・従業員数［人］ 2
有給［人］ 2
無給［人］ 0

職員・従業員数［人］ 8
常勤職員・従業員数［人］ 6

有給［人］ 6
無給［人］ 0

理事・取締役数［人］ 5
評議員［人］ 0
監事/監査役・会計参与数［人］ 1

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］ 1

氏名
役職

役員数［人］ 6

代表者(2)
フリガナ

代表者(1) 氏名 米山廣明
役職 代表理事

フリガナ ヨネヤマヒロアキ

設立年月日 2015/11/13
法人格取得年月日 2018/02/23

電話番号 03-6912-9444

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト https://www.fb-kyougikai.net/

その他のWEBサイト
(SNS等)

https://www.facebook.com/foodbankalljapan/
https://twitter.com/fbkyougikai11

都道府県 東京都
市区町村 豊島区池袋
番地等 ２丁目６１−４ エヌアイビル  3F

団体情報入力シート

団体名 全国フードバンク推進協議会
郵便番号 171-0014

団体種別法人格 一般社団法人 資金分配団体/活動支援団体





(11)助成を受けた実績

(12)過去に休眠預金事業で助成を受けた実績

1

2

3
4
5
6
7
7
7
7
7
7
7
7

2021年度 通常枠 実行団体に採択
特定非営利活動法人ジャパン・プ

ラットフォーム
四国及び九州における災害時の食

料支援体制構築事業

申請中・申請予定又は採択された
事業名

2020年度 コロナ等対応支援枠 資金分配団体に採択

助成を受けた事業の実績内容

2016年 第1回こどもの未来応援基事業 「フードバンク等子ども支援団体への
組織基盤強化事業」
事業内容：新設団体の立ち上げ支援、既存のフードバンク団体の基盤強化、食品
寄贈企業の開拓とフードバンク団体への食品寄贈のマッチング、研修会の開催、
オンライン及び直接訪問によるノウハウ支援、全国フードドライブキャンペーン
の実施、シンポジウムの開催
2017年 第2回こどもの未来応援基事業 「フードバンク団体への組織基盤強化事
業」
事業内容：組織基盤強化を目的としたフードバンク団体への伴走支援、食品寄贈
企業の開拓及びフードバンク団体への食品寄贈のマッチング、研修会の開催、オ
ンライン及び直接訪問によるノウハウ支援、全国フードドライブキャンペーンの
実施、シンポジウムの開催
2018年 第3回こどもの未来応援基事業 「フードバンク団体への組織基盤強化事
業」
フードバンク団体の組織基盤強化を目的として組織診断及び課題解決策の立案・
実施の支援、食品寄贈企業の開拓及びフードバンク団体への食品寄贈のマッチン
グ、東北、関東、関西、九州における研修会の開催、オンライン及び直接訪問に
よるノウハウ支援、全国フードドライブキャンペーンの実施、シンポジウムの開
催
2021年 2021年度通常枠実行団体「四国及び九州における災害時の食料支援体
制構築事業」

番号

対象 申請
左記で実行団体・支援対象団体として申請中・申請予定又は採択された
場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された
資金分配団体又は活動支援団体名

今までに助成を受けて行っている事業の実績

2021年度 コロナ等対応支援 資金分配団体に採択
2022年度 通常枠 資金分配団体に採択
2023年度 コロナ等対応支援枠 資金分配団体に採択
2024年度 通常枠 資金分配団体に申請中（当落未定）

2024年度 緊急枠 資金分配団体に採択







1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

20231102

規程類確認書

「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。

HPで公開している場合は規程類掲載ページのURLおよび規程
類の名称を記載してください。
※URLが複数ある場合は、備考欄に記載してください

貴団体は規程類をお持ちですか？

「はい」の場合、規程類をHPで公開していますか？

申請事業名

申請団体名

フ－ドバンク中間支援団体育成事業

特定非営利活動法人フ－ドバンク福岡

はい ☑ いいえ ☐

コンプライアンス規程

倫理規程

旅費規程

役員の利益相反防止のための自己申告等に関する規
程

内部通報規程

謝金規程

経理規程

リスク管理規程

定款

理事会規則

役員の報酬等並びに費用に関する規程

文書管理規程

情報公開規程

就業規則

事務局規程

給与規程

備考

※規程類の内容の説明が必要な場合や上記のURL欄だけでは足りない場合等は、備
考欄に記載してください

No.

URL： http://www.fbfukyoka.net/

はい ☑ いいえ ☐

※「参考：規程類の例」をご参照ください
※入力セルが足りない場合は、追加してください

規程類の名称



1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

20231102

規程類確認書

「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。

HPで公開している場合は規程類掲載ページのURLおよび規程
類の名称を記載してください。
※URLが複数ある場合は、備考欄に記載してください

貴団体は規程類をお持ちですか？

「はい」の場合、規程類をHPで公開していますか？

申請事業名

申請団体名

フ－ドバンク中間支援団体育成事業

一般社団法人全国フードバンク推進協議会

はい ☑ いいえ ☐

コンプライアンス規程

倫理規程

旅費規程

役員の利益相反防止のための自己申告等に関する規程

内部通報規程

謝金規程

経理規程

リスク管理規程

定款

理事会規則

役員の報酬等並びに費用に関する規程

文書管理規程

情報公開規程

就業規則

事務局規程

給与規程

備考

※規程類の内容の説明が必要な場合や上記のURL欄だけでは足りない場合等は、備
考欄に記載してください

No.

URL： https://www.fb-kyougikai.net/kitei

はい ☑ いいえ ☐

※「参考：規程類の例」をご参照ください
※入力セルが足りない場合は、追加してください

規程類の名称



特定非営利活動法人フードバンク福岡定款 

 

 

 

第１章  総則 

 

（名称） 

第１条 この法人は，特定非営利活動法人フードバンク福岡という。 

 

（事務所） 

第２条 この法人は，主たる事務所を福岡市に置く。 

 

 

 

第２章 目的及び事業 

 

（目的） 

第３条 この法人は、まだ食べられる食品が多く捨てられる現状において、企業や農家あるいは個人か

ら食品を提供してもらい、必要としている福祉施設や個人に届けることで、食品ロスの削減と生活困

窮者の支援を行うとともに、食べ物を大切にする意識の醸成を図り、食を通じて人と人とが繋がり、

お互いを助け合い、分かち合う心を育み、誰もが尊厳をもって暮らすことができる社会を作ることを

目的とする。 

 

（特定非営利活動の種類） 

第４条 この法人は，その目的を達成するため，次に掲げる種類の特定非営利活動を行う。 

（１）保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

（２）社会教育の推進を図る活動 

（３）まちづくりの推進を図る活動 

（４）環境の保全を図る活動 

（５）災害救援活動 

（６）子どもの健全育成を図る活動 

（７）職業能力の開発及び雇用機会の拡充を支援する活動 

（８）前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動 

  

（事業） 

第５条 この法人は，その目的を達成するため，次の事業を行う。 

(1)特定非営利活動に係る事業 

①フードバンク事業 

②フードバンク活動に係るネットワーク構築事業 

③フードバンク活動に関する普及啓発事業 

(2)その他の事業 

  ①物品販売事業 

  ②広告掲載事業 

  ③出版物の発行事業 

 

２ 前項第 2号に掲げる事業は，同項第１号に掲げる事業に支障がない限り行うものとし，利益を生じ

た場合は，同項第１号に掲げる事業に充てるものとする。 

 

 

 



第３章 会員 

 

（種別） 

第６条 この法人の会員は，次の２種とし，正会員をもって特定非営利活動促進法（以下「法」という。）

上の社員とする。 

(1) 正会員  この法人の目的に賛同して積極的に運営に参画する個人及び団体 

(2) 賛助会員 この法人の目的に賛同して援助を行う個人及び団体 

 

（入会） 

第７条 会員の入会については，特に条件を定めない。 

２ 会員として入会しようとするものは，理事長が別に定める入会申込書により，理事長に申し込むも

のとし，理事長は，正当な理由がない限り，入会を認めなければならない。 

３ 理事長は，前項のものの入会を認めないときは，速やかに，理由を付した書面をもって本人にその

旨を通知しなければならない。 

 

（入会金及び会費） 

第８条 会員は，総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。 

 

（会員の資格の喪失） 

第９条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは，その資格を喪失する。 

(1) 退会届の提出をしたとき。 

(2) 本人が死亡し，又は会員である団体が消滅したとき。 

(3) 継続して２年以上会費を滞納し，催告を受けてもなお納入しないとき。 

(4) 除名されたとき。 

 

（退会） 

第 10条 会員は，理事長が別に定める退会届を理事長に提出して，任意に退会することができる。 

 

（除名） 

第 11 条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは，総会の議決により，これを除名することが

できる。この場合，その会員に対し，議決の前に弁明の機会を与えなければならない。 

(1) この定款等に違反したとき。 

(2) この法人の名誉を傷つけ，又は目的に反する行為をしたとき。 

 

（拠出金品の不返還） 

第 12条 既納の入会金，会費及びその他の拠出金品は，返還しない。 

 

 

 

第４章 役員及び職員 

 

（種別及び定数） 

第 13条 この法人に次の役員を置く。 

 (1) 理事 ３人以上１５人以内 

(2) 監事 １人以上３人以内 

２ 理事のうち，１人を理事長とし，必要に応じ２人以内の副理事長を置くことができる。 

 

（選任等） 

第 14条 理事及び監事は、総会において選任する。 

２ 理事長及び副理事長は，理事の互選とする。 



３ 役員のうちには，それぞれの役員について，その配偶者若しくは３親等以内の親族が１人を超えて

含まれ，又は当該役員並びにその配偶者及び３親等以内の親族が役員の総数の３分の１を超えて含ま

れることになってはならない。 

４  監事は，理事又はこの法人の職員を兼ねることができない。 

 

（職務） 

第 15条  理事長は，この法人を代表し，その業務を総理する。 

２  理事長以外の理事は，法人の業務について，この法人を代表しない。 

３ 副理事長は，理事長を補佐し，理事長に事故あるとき又は理事長が欠けたときは，理事長があらか

じめ指名した順序によって，その職務を代行する。 

４  理事は，理事会を構成し，この定款の定め及び理事会の議決に基づき，この法人の業務を執行する。 

５  監事は，次に掲げる職務を行う。 

(1)  理事の業務執行の状況を監査すること。 

(2) この法人の財産の状況を監査すること。 

(3) 前２号の規定による監査の結果，この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは

定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には，これを総会又は所轄庁に報告すること。 

(4)  前号の報告をするため必要がある場合には，総会を招集すること。 

(5)  理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について，理事に意見を述べ，若しくは理事

会の招集を請求すること。 

 

（任期等） 

第 16条 役員の任期は，２年とする。ただし，再任を妨げない。 

２ 前項の規定にかかわらず，後任の役員が選任されていない場合には，任期の末日後最初の総会が終

結するまでその任期を伸長する。 

３  補欠のため，又は増員によって就任した役員の任期は，それぞれの前任者又は現任者の任期の残存

期間とする。 

４ 役員は，辞任又は任期満了後においても，後任者が就任するまでは，その職務を行わなければなら

ない。 

 

（欠員補充） 

第 17 条 理事又は監事のうち，その定数の３分の１を超える者が欠けたときは，遅滞なくこれを補充

しなければならない。 

 

（解任） 

第 18 条  役員が次の各号の一に該当するに至ったときは，総会の議決により，これを解任することが

できる。この場合，その役員に対し，議決する前に弁明の機会を与えなければならない。 

(1) 職務の遂行に堪えない状況にあると認められるとき。 

(2) 職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。 

 

（報酬等） 

第 19条  役員は，その総数の３分の１以下の範囲内で報酬を受けることができる。 

２ 役員には，その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。 

３  前２項に関し必要な事項は，総会の議決を経て，理事長が別に定める。 

 

（職員） 

第 20条 この法人に，事務局長その他の職員を置くことができる。 

２ 職員は，理事長が任免する。 

 

 

 



第５章 総会 

 

（種別） 

第 21条 この法人の総会は，通常総会及び臨時総会の２種とする。 

 

（構成） 

第 22条  総会は，正会員をもって構成する。 

 

（権能） 

第 23条  総会は，以下の事項について議決する。 

(1)  定款の変更 

(2)  解散 

(3) 合併 

(4)  事業計画及び活動予算並びにその変更 

(5)  事業報告及び活動決算 

(6)  役員の選任又は解任，職務及び報酬 

(7)  その他運営に関する重要事項 

 

 

（開催） 

第 24条  通常総会は，毎事業年度１回開催する。 

２  臨時総会は，次の各号の一に該当する場合に開催する。 

(1) 理事会が必要と認め招集の請求をしたとき。 

(2) 正会員総数の５分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求があ

ったとき。 

(3) 第 15条第 5項第４号の規定により，監事から招集があったとき。 

 

（招集） 

第 25条  総会は，第 24条第２項第３号の場合を除き，理事長が招集する。 

２  理事長は，第 24 条第２項第１号及び第２号の規定による請求があったときは，その日から３０日

以内に臨時総会を招集しなければならない。 

３  総会を招集するときは，会議の日時，場所，目的及び審議事項を記載した書面又は電磁的方法をも

って，少なくとも会日の５日前までに通知しなければならない。 

 

（議長） 

第 26条  総会の議長は，その総会において，出席した正会員の中から選出する。 

   

（定足数） 

第 27条 総会は，正会員総数の２分の１以上の出席がなければ開会することができない。 

 

（議決） 

第 28条 総会における議決事項は，第 25条第３項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。 

２ 総会の議事は，この定款に規定するもののほか，出席した正会員の過半数をもって決し，可否同数

のときは，議長の決するところによる。 

３ 理事又は正会員が総会の目的である事項について提案した場合において，正会員の全員が書面又は

電磁的記録により同意の意思表示をしたときは，当該提案を可決する旨の社員総会の決議があったも

のとみなす。 

 

（表決権等） 

第 29条 各正会員の表決権は，平等なるものとする。 



２ やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は，あらかじめ通知された事項について書面又

は電磁的方法をもって表決し，又は他の正会員を代理人として表決を委任することができる。 

３  前項の規定により表決した正会員は，第 27条，第 28条第２項，第 30条第１項第２号及び第 50条

の適用については，総会に出席したものとみなす。 

４ 総会の議決について，特別の利害関係を有する正会員は，その議事の議決に加わることができない。 

 

（議事録） 

第 30条 総会の議事については，次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

(1) 日時及び場所 

(2) 正会員総数及び出席者数（書面又は電磁的方法による表決者又は表決委任者がある場合にあっ

ては，その数を付記すること。） 

(3)  審議事項 

(4)  議事の経過の概要及び議決の結果 

(5)  議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には，議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署名又は記名，押印し

なければならない。 

３ 前２項の規定に関わらず，正会員全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたことによ

り，総会の決議があったとみなされた場合においては，次の事項を記載した議事録を作成しなければ

ならない。 

(1) 総会の決議があったものとみなされた事項の内容 

(2) 前号の事項の提案をした者の氏名又は名称 

(3) 総会の決議があったものとみなされた日 

(4) 議事録を作成した者の氏名 

 

 

 

第６章 理事会 

 

（構成） 

第 31条 理事会は，理事をもって構成する。 

 

（権能） 

第 32条  理事会は，この定款で定めるもののほか，次の事項を議決する。 

(1) 入会金及び会費の額 

(2)  借入金（その事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を除く。第４９条において同じ。）

その他新たな義務の負担及び権利の放棄 

(3)  事務局の組織及び運営 

(4)  総会に付議すべき事項 

(5) 総会の議決した事項の執行に関する事項 

(6) その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項 

 

 

（開催） 

第 33条  理事会は，次の各号の一に該当する場合に開催する。 

(1) 理事長が必要と認めたとき。 

(2) 理事総数の２分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求があっ

たとき。 

(3) 第 15条第５項第５号の規定により，監事から招集の請求があったとき。 

 

（招集） 



第 34条  理事会は，理事長が招集する。 

２  理事長は，第 33 条第２号及び第３号の規定による請求があったときは，その日から１４日以内に

理事会を招集しなければならない。 

３  理事会を招集するときは，会議の日時，場所，目的及び審議事項を記載した書面又は電磁的方法を

もって，少なくとも会日の５日前までに通知しなければならない。 

 

 

（議長） 

第 35条 理事会の議長は，理事長がこれに当たる。 

 

（議決） 

第 36条  理事会における議決事項は，第 34条第３項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。 

２ 理事会の議事は，理事総数の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。 

 

（表決権等） 

第 37条 各理事の表決権は，平等なるものとする。 

２ やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は，あらかじめ通知された事項について書面又

は電磁的方法をもって表決することができる。 

３  前項の規定により表決した理事は，第 36条第２項及び第 38条第１項第２号の適用については，理

事会に出席したものとみなす。 

４ 理事会の議決について，特別の利害関係を有する理事は，その議事の議決に加わることができない。 

 

 

（議事録） 

第 38条  理事会の議事については，次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

(1)  日時及び場所 

(2)  理事総数，出席者数及び出席者氏名（書面又は電磁的方法による表決者にあっては，その旨を

付記すること。） 

(3)  審議事項 

(4)  議事の経過の概要及び議決の結果 

(5)  議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には，議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署名又は記名，押印し

なければならない。 

 

 

 

第７章  資産及び会計 

 

（資産の構成） 

第 39条  この法人の資産は，次の各号に掲げるものをもって構成する。 

(1) 設立の時の財産目録に記載された資産 

(2)  入会金及び会費 

(3)  寄附金品 

(4)  財産から生じる収益 

(5)  事業に伴う収益 

(6)  その他の収益 

 

（資産の区分） 

第 40 条 この法人の資産は，これを分けて特定非営利活動に係る事業に関する資産及びその他の事業

に関する資産の２種とする。 



 

（資産の管理） 

第 41 条  この法人の資産は，理事長が管理し，その方法は，理事会の議決を経て，理事長が別に定め

る。 

 

（会計の原則） 

第 42条 この法人の会計は，法第 27条各号に掲げる原則に従って行うものとする。 

 

（会計の区分） 

第 43 条 この法人の会計は，これを分けて特定非営利活動に係る事業に関する会計及びその他の事業

に関する会計の２種とする。 

 

（事業計画及び予算） 

第 44 条  この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は，理事長が作成し，総会の議決を経なければ

ならない。 

 

（暫定予算） 

第 45 条  前条の規定にかかわらず，やむを得ない理由により予算が成立しないときは，理事長は，理

事会の議決を経て，予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用を講じることができる。 

２ 前項の収益費用は，新たに成立した予算の収益費用とみなす。 

 

（予算の追加及び更正） 

第 46 条  予算議決後にやむを得ない事由が生じたときは，総会の議決を経て，既定予算の追加又は更

正をすることができる。 

 

 

（事業報告及び決算） 

第 47 条  この法人の事業報告書，活動計算書，貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書類は，毎

事業年度終了後，速やかに，理事長が作成し，監事の監査を受け，総会の議決を経なければならない。 

２ 決算上剰余金を生じたときは，次事業年度に繰り越すものとする。 

 

（事業年度） 

第 48条 この法人の事業年度は，毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

 

（臨機の措置） 

第 49 条 予算をもって定めるもののほか，借入金の借入れその他新たな義務の負担をし，又は権利の

放棄をしようとするときは，理事会の議決を経なければならない。 

 

 

 

第８章  定款の変更，解散及び合併 

 

（定款の変更） 

第 50 条 この法人が定款を変更しようとするときは，総会に出席した正会員の４分の３以上の多数に

よる議決を経，かつ，法第 25 条第３項に規定する以下の事項を変更する場合，所轄庁の認証を得な

ければならない。 

(1)  目的 

(2)  名称 

(3)  その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類 

(4)  主たる事務所及びその他の事務所の所在地（所轄庁の変更を伴うものに限る） 



(5)  社員の資格の得喪に関する事項  

(6)  役員に関する事項（役員の定数に関する事項を除く） 

(7)  会議に関する事項 

(8)  その他の事業を行う場合における，その種類その他当該その他の事業に関する事項 

(9)  解散に関する事項（残余財産の帰属すべき者に係るものに限る） 

(10) 定款の変更に関する事項 

  

（解散） 

第 51条  この法人は，次に掲げる事由により解散する。 

(1) 総会の決議 

(2)  目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能 

(3) 正会員の欠亡 

(4)  合併 

(5) 破産手続開始の決定 

(6) 所轄庁による設立の認証の取消し 

２ 前項第１号の事由によりこの法人が解散するときは，正会員総数の４分の３以上の承諾を得なけれ

ばならない。 

３ 第１項第２号の事由により解散するときは，所轄庁の認定を得なければならない。 

 

（残余財産の帰属） 

第 52条 この法人が解散（合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。）したときに残存する財産

は，法第 11条第３項に掲げる者のうち，総会の議決により選定した者に譲渡するものとする。 

 

（合併） 

第 53 条 この法人が合併しようとするときは，総会において正会員総数の４分の３以上の議決を経，

かつ，所轄庁の認証を得なければならない。 

 

 

 

第９章  公告の方法 

 

（公告の方法） 

第 54条  この法人の公告は，この法人の掲示場に掲示するとともに，官報に掲載して行う。 

ただし，法第 28 条の２第１項に規定する貸借対照表の公告については，内閣府ＮＰＯ法人ポータル

サイト（法人入力情報欄）に掲載して行う。 

 

 

 

第 10章  雑則 

 

（細則） 

第 55条  この定款の施行について必要な細則は，理事会の議決を経て，理事長がこれを定める。 

 

 

附 則 

１ この定款は，この法人の成立の日から施行する。 

２  この法人の設立当初の役員は，次に掲げる者とする。 

理事長        雪田 千春  

副理事長      永野 英男 

理事        緒方 満 



同         髙橋 弘幸 

同     岩﨑 幹明  

監事               大原 始 

 

３  この法人の設立当初の役員の任期は，第 16 条第１項の規定にかかわらず，成立の日から平成３１

年５月３１日までとする。 

４ この法人の設立当初の事業計画及び活動予算は，第 44 条の規定にかかわらず，設立総会の定める

ところによるものとする。 

５  この法人の設立当初の事業年度は，第 48 条の規定にかかわらず，成立の日から平成３０年３月３

１日までとする。                       

６  この法人の設立当初の入会金及び会費は，第８条の規定にかかわらず，次に掲げる額とする。 

(1) 入会金は０円とする。  

 

(2) 年会費 正会員 (個人)1口 ５，０００円  賛助会員(個人)1口 ２，０００円（1口以上） 

          （団体)1口２０，０００円  賛助会員(団体)1口１０，０００円（1口以上） 

7 この法人の設立当初の主たる事務所は、福岡市博多区堅粕四丁目 1 番 12 号嶋井ビル 2 階 21 号に置

く。 

 



  
一般社団法人全国フードバンク推進協議会 定款  

  
第１章  総 則  
  
（名称)  
第１条 当法人は、一般社団法人全国フードバンク推進協議会と称する。  
（事務所)  
第２条 当法人は、主たる事務所を東京都豊島区に置く。  
２ 当法人は、理事会の決議によって、従たる事務所を設置することができる。  
（目的）  
第３条 当法人は、国内フードバンク団体が抱える課題解決やフードバンクを取り巻く社

会的環境整備を行うことにより食品ロス削減、貧困問題の解決に寄与することを目的と

し、その目的に資するため、次の事業を行う。  
（１） 日本国内の地方自治体、関係省庁への政策提言、フードバンク活動の推進に必要

な情報収集・調査研究事業  
（２） 日本国内のフードバンクの認知度や信頼性を高めるための広報活動  
（３） 個々のフードバンク団体への情報提供、コンサルティング、研修会の開催、新設

団体立ち上げ支援  
（４） 食品や活動資金、知的財産等、フードバンク活動の推進に必要な資源の分配  
（５） その他前各号に掲げる事業に附帯又は関連する事業  
（公告の方法）  
第４条 当法人の公告は、電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由に 

よって電子公告をすることができない場合は、官報に掲載する方法により行う。  
  
第２章 会 員  
  
（会員の構成)  
第５条 当法人の会員は、次の２種とし、正会員をもって一般社団法人及び一般財団法人

に関する法律（以下「一般法人法」という。）上の社員とする。  
（１） 正会員   当法人の目的に賛同して入会した個人又は団体  
（２） 賛助会員  当法人の事業を賛助するために入会した個人又は団体  

（入会）  



第６条 正会員又は賛助会員として入会しようとする者は、理事会が別に定める入会申込

書により申し込み、理事会の承認があったときに正会員又は賛助会員となる。  
（入会金及び会費）  
第７条 正会員は、社員総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならな

い。  
２ 賛助会員は、社員総会において別に定める賛助会費を納入しなければならない。  
（退会)  
第８条 会員は、理事会において別に定める退会届を提出することにより、任意にいつで

も退会することができる。  
（除名）  
第９条 会員が、当法人の名誉を毀損し、若しくは当法人の目的に反する行為をし、又は

会員としての義務に違反するなど除名すべき正当な事由があるときは、一般法人法第 49
条第 2 項に定める社員総会の決議により当該会員を除名することができる。  
（社員の資格喪失）  
第１０条 前 2 条の場合のほか、会員は、次のいずれかに該当する場合には、その資格を

喪失する。  
（１） 成年被後見人又は被保佐人になったとき。  
（２） 死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は解散したとき。  
（３） ２年以上会費を滞納したとき。  
（４） 総正会員の同意があったとき。  
（５） 会員である団体が解散したとき。  

（会員名簿）  
第１１条 当法人は、会員の氏名又は名称及び住所を記載した会員名簿を作成する。  
  
第３章 社員総会  
  
（構成）  
第１２条  社員総会は、すべての正会員をもって構成する。  
（権限）  
第１３条  社員総会は、次の事項について決議する。  
（１） 会員の除名  
（２） 理事及び監事の選任又は解任  
（３） 理事及び監事の報酬等の額  



（４） 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）並びにこれらの附属明細書の

承認  
（５） 定款の変更  
（６） 解散及び残余財産の処分  
（７） その他社員総会で決議するものとして法令又はこの定款で定める事項  

（開催)  
第１４条  当法人の社員総会は、定時社員総会及び臨時社員総会とし、定時社員総会は、

毎事業年度の終了後３か月以内に開催し、臨時社員総会は、必要に応じて開催する。  
（招集）  
第１５条 社員総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき会長

が招集する。  
２ 総正会員の議決権の 10 分の 1 以上の議決権を有する正会員は、会長に対し、社員総

会の目的である事項及び招集の理由を示して、社員総会の招集を請求することができる。 

３ 代表理事は、社員総会の開催日の７日前までに、各社員に対して、会議の日時 及び場

所並びに目的である事項を記載した書面または電磁的記録をもって 通知を発しなければ

ならない。  

４ 前項の規定にかかわらず、社員全員の同意があるときは、招集の手続を経ることな

く、社員総会を開催することができる。 

（議長）  
第１６条 社員総会の議長は、会長がこれに当たる。  
（議決権）  
第１７条 社員総会における議決権は、正会員１名につき１個とする。  
（決議）  
第１８条 社員総会の決議は、法令又は定款に別段の定めがある場合を除き、総正会員の

議決権の過半数を有する正会員が出席し、出席した当該正会員の議決権の過半数をもって

行う。  
２ 前項に規定にかかわらず、次の決議は、総正会員の半数以上であって、総正会員の議

決権の 3 分の 2 以上に当たる多数をもって行わなければならない。  
（１） 会員の除名  
（２） 監事の解任  
（３） 定款の変更  
（４） 解散及び残余財産の処分  
（５） 合併及び事業の全部又は重要な一部の譲渡  
（６） 基本財産の処分  



（７） その他法令又はこの定款で定める事項  
（議事録）  
第１９条  社員総会の議事については、法令の定めるところにより、議事録を作成する。 

 

  
第４章 役  員  
  
（役員）  
第２０条 当法人に、次の役員を置く。  
（１） 理事  3 名以上 10 名以内  
（２） 監事  2 名以内  

２ 理事のうち、1 名を代表理事とする。  
（役員の選任）  
第２１条 理事及び監事は、社員総会の決議によって選任する。  
２ 代表理事は、理事会の決議によって理事の中から選定し、代表理事をもって会長とす

る。  
３ 監事は、当法人又はその子法人の理事又は使用人を兼ねることができない。  
（理事の職務及び権限）  
第２２条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款の定めるところにより職務を執行

する。  
２ 会長は、法令及びこの定款の定めるところにより、当法人を代表し、その業務を総理

する。  

３  各理事は代表理事を補佐し、この法人の業務を執行する。また、代表理事に事故があ
るとき又は代表理事が欠けたときは、その職務を代行する。 

 

（監事の職務及び権限）  
第２３条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令の定めるところにより、監査報告を

作成する。  
２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、当法人の業務及び財

産の状況の調査をすることができる。  
（役員の任期）  
第２４条 理事の任期は、選任後 2 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時社員総会の終結の時までとする。  



２ 監事の任期は、選任後 4 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社

員総会の終結の時までとする。  
３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとす

る。 

４ 理事若しくは監事が欠けた場合又は第２０条第１項で定める理事若しくは監事の員数

が欠けた場合には、任期の満了又は辞任により退任した理事又は監事は、新たに選任され

た者が就任するまで、なお理事又は監事としての権利義務を有する。  
（役員の解任）  
第２５条  理事及び監事は、社員総会の決議によって解任することができる。ただし、監

事を解任する決議は、総社員の半数以上であって、総社員の議決権の 3 分の 2 以上に当

たる多数をもって行わなければならない。  
（役員の報酬等）  
第２６条 理事及び監事の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当法人から受ける財

産上の利益は、社員総会の決議によって定める  
（取引の制限）  
第２７条 理事は、次に掲げる取引をしようとする場合には、理事会において、その取引

について重要な事実を開示し、その承認を受けなければならない。  
（１） 自己又は第三者のためにする当法人の事業の部類に属する取引  
（２） 自己又は第三者のためにする当法人との取引  
（３） 当法人がその理事の債務を保証することその他その理事以外の者との間における

当法人とその理事との利益が相反する取引  
２  前項の取引をした理事は、その取引後、遅滞なく、その取引についての重要な事実を

理事会に報告しなければならない。  
（責任の一部免除又は限定）  
第２８条  当法人は、一般法人法第１１４条第１項の規定により、理事又は監事が任務を

怠ったことによる損害賠償責任を、法令に規定する額を限度として、理事会の決議によ

り、免除することができる。  
  
第５章 理事会  
  
（構成）  
第２９条 当法人に理事会を置く。  
２ 理事会は、すべての理事をもって構成する。  



３ 理事、及びその配偶者、又は 3親等内の親族等である理事の合計数が理事の総数の３

分の 1を超えてはならない。 

４ 他の同一の団体の理事である者、その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の

合計数が、理事の総数の３分の１を超えてはならない。 

（権限）  
第３０条 理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次の職務を行う。  
（１） 業務執行の決定  
（２） 理事の職務の執行の監督  
（３） 代表理事の選定及び解職  
（４） 社員総会の開催の日時及び場所並びに社員総会の目的である事項の決定  
（５） 規則の制定、変更及び廃止  

（招集）  
第３１条 理事会は、会長が招集する。  
２ 会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは、あらかじめ理事会が定めた順序によ

り他の理事が招集する。  
３ 理事及び監事の全員の同意があるときは、招集の手続を経ないで理事会を開催するこ

とができる。  
（議長）  
第３２条 理事会の議長は、会長がこれに当たる。  
（決議）  
第３３条 理事会の決議は、この定款に別段の定めがある場合を除き、議決に加わること

ができる理事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。  
２ 前項の規定にかかわらず、一般法人法第９６条の要件を満たすときは、当該提案を可

決する旨の理事会の決議があったものとみなす。  
（報告の省略）  
第３４条  理事又は監事が理事及び監事の全員に対し、理事会に報告すべき事項を通知し

たときは、その事項を理事会に報告することを要しない。ただし、一般法人法第９１条第

２項の規定による報告については、この限りでない。  

（議事録）  
第３５条 理事会の議事については、法令の定めるところにより議事録を作成する。  
２ 出席した代表理事（代表理事に事故があるとき又は代表理事が欠けたときは出席した

理事）及び監事は、当該議事録に記名押印又は法令に従い電子署名するものとする。  
（理事会規則）  
第３６条 理事会の運営に関し必要な事項は、法令又はこの定款に定めるもののほか、理

事会の規則で定める。  



 第６章 基 金  
  
（基金の拠出）  
第３７条  当法人は、基金を引き受ける者の募集をすることができる。  
２ 拠出された基金は、当法人が解散するまで返還しない。  
３ 基金の返還の手続については、基金の返還を行う場所及び方法その他の必要な事項を

清算人において別に定めるものとする。  
  
第７章 計  算  
  
（事業年度）  
第３８条  当法人の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの年１期とする。  
（事業計画及び収支予算）  
第３９条  当法人の事業計画及び収支予算については、毎事業年度開始日の前日までに会

長が作成し、理事会の決議を経て社員総会の承認を受けなければならない。これを変更す

る場合も、同様とする。  
２ 前項の書類については、主たる事務所に５年間備え置き、一般の閲覧に供するものと

する。  
（事業報告及び決算）  
第４０条  当法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長が次の書類を

作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を経て、定時社員総会に提出し、第１号

及び第２号の書類については、その内容を報告し、第３号から第５号までの書類について

は、承認を受けなければならない。  
（１） 事業報告  
（２） 事業報告の附属明細書  
（３） 貸借対照表  
（４） 損益計算書（正味財産増減計算書）  
（５） 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書  
（６） 財産目録  

２ 前項の書類のほか、監査報告を主たる事務所に５年間備え置くとともに、定款及び会

員名簿を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。  
（剰余金の不分配）  
第４１条 当法人は、剰余金の分配を行わない。  
  
 



第８章 委員会  

  

（委員会）  
第４２条 この法人の事業遂行のために必要のあるときは、理事会の決議を経て各種委員

会を置くことができる。  
（委員の選任）  
第４３条 委員会に、委員長その他必要な委員を置く。  
２ 委員長は、理事会の決議によって選任する。  
３ 委員は、委員長が理事長及び理事と協議の上選任する。  
（委員会の任務）  
第４４条 委員会の任務、構成及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定

める。  
  
第９章 定款の変更、解散及び清算  
  
（定款の変更）  
第４５条  この定款は、社員総会における、総社員の半数以上であって、総社員の議決権

の３分の２以上に当たる多数の決議によって変更することができる。  
（解散）  
第４６条  当法人は、社員総会における、総社員の半数以上であって、総社員の議決権の 

３分の２以上に当たる多数の決議その他法令に定める事由によって解散する。  
（残余財産の帰属）  
第４７条 当法人が清算をする場合において有する残余財産は、社員総会の決議を経て、

当法人と類似の事業を目的とする他の公益法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するも

のとする。  
  
第１０章 附 則  
  
（最初の事業年度)  
第４８条 当法人の最初の事業年度は、当法人成立の日から平成３０年３月３１日までとする。  
（設立時の役員）  
第４９条 当法人の設立時理事、設立時代表理事及び設立時監事は、次のとおりとする。  
設立時理事     阿部知幸 

設立時理事     太田茂雄 



設立時理事     菊地謙  
設立時理事     鈴木和樹 

設立時代表理事 米山惠子 

設立時監事   武藤高晴  
（設立時社員の氏名及び住所）  
第５０条 設立時社員の氏名及び住所は、次のとおりである。 

設立時社員 阿部知幸 

 

設立時社員 太田茂雄 

  

設立時社員 大野覚 

  

設立時社員 菊地謙 

  

設立時社員 鈴木和樹 

 

設立時社員 米山惠子 

 

  
（法令の準拠）  
第５１条 本定款に定めのない事項は、すべて一般法人法その他の法令に従う。  
  


















